





A Study on the Role and Problems of School 
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Abstract The paper discusses the role of schools at regional disaster prevention. 
Both the serious dal日ages.such as the collapse of buildings and furnitures at Southern 
Hyogo Prefecture Earthquake. and the problems rising when the schoo1 were used as a 
refuge after earthquake. are ana1yzed. 
The author proposes some counterl日easuresas follows: 
1) The countermeasures in order to keep th巴 childrensafty against the fact that the 
risk of damages of schoo1s occurred by earthquake is high. 
2) The manuals in order to recover the function of schoo1 rapid1y and s田oothlyafter 
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2 - 5 毛布、温かい食べ物 1[設住宅に若手
日目 埋葬
1週間目 お風呂、ピニ ルソート ボランティア活動
聴聞 インフルエンザ、余震デマ
避健生活にストレス
1 0日目 ホ ムステイ 相談センタ 設置




















































































































































































段階 時間の疏れ 主体 内 容




応急対応 1週間目 行政 管理運営 渉外をおく
朋(1)
(2) 2-3 行政 自立の動き、自分遣で変えていく
週間目 作られた組織
檀旧期 1カ月目 自治組織 行政はアドパイザー
(l) 
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の安全性を図る対応策を述べ、また震災後にあって
は避難所として機能を発揮した後、再び教育施設に
スムーズに移行するための対策マニュアルが必要で
あることを述べたものである。
その他の成果を上げると以下の通りである。
e 学校は、通学路を含めて、建物内部は決して安全
であるとは言い難い。そこで、今できること、短
期間でできること、長期間でしかできないことを
整理するなどして、優先順位を付けて防災対策の
計画案を作ることである。また、地震被害危険度
Cseismicity)に応じて目標を立てることも必要
である。
@避難所として学校が利用された場合、現実問題と
して学校の先生がこれにあたらなければならない。
このため広域的な地震災害では、避難所の協力者
として地域防災計画に組み込むことも検討しなけ
ればならない。しかし、あくまでも一時的なもの
で、これを継続すると避難者と児童@生徒の問に
立ってその車L擦に悩むことになる。
の最初に取った方法・システムは途中で変えること
はなかなかできない。したがって、予め柔軟な対
応ができる活動マニュアルを作り、これを学校で
周知徹底する方法を検討していく必要がある。
@児童・生徒の安全、避難生活者の円滑な生活を、
具体的、現実的に考える専門家が学校、教育委員
会、消防防災課などどこにもいない。今後、非常
時のシステムを考え実践できる専門家を育てる環
境づくり(広義の防災教育)が必要である。
[謝辞1
調査に際して尼崎市、神戸市の災害対策本部、教
育委員会、学校の先生方に御協力いただきました。
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[注1
1) 2月26日の中日新聞による。
2 )図書室を除く他の特別教室では家具が造り付け
に近いため転倒はほとんど見られなかった。
3 )兵庫県の地域防災計画では、震度5以上の地震
で被害が大きい場合は県庁の全職員が災害対策
本部に組み込まれる。
4 )自治省消防庁て、は災害時の住民への情報伝達に、
街角の拡声器や各家の受信装置で情報を伝える
市町村防災行政無線(向報系無線)の設置を奨
励している。
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